
講座を作ろうと思ったきっかけ
　私が社会人になったのは、1988 年です。ビール会社に入
社してから一生懸命、日本国、日本経済のために働いてきた
つもりですが、30 年経っても日本は余り良くなっていないと
感じています。どちらかというと悪くなっているかもしれませ
ん。どこを間違えてしまったのか、若い世代、自分の子供、孫
の世代に同じ失敗をさせないためには、何を変えていくべき
なのか。を考えなければいけないと思います。
　一番のポイントは、一人頭の従業員の給料を上げられてい
ないということです。
　1988 年当時、大卒新入社員の給料が 18 万円でした。私
の息子が 3 年前（2017年）に就職したときは 22～ 23 万
円です。新入社員の給料は2割しか変わっていません。また、
社会人の平均給与だとこの間ほとんど上がっていないので
す。正社員以外の方々も含めた社会人全体では、下がってい
る場合もあります。一方、消費税は 0% から10% に増額さ
れています。この 30 年間で日本国の一般的な社会人の生
活は豊かになっていないということなのです。
　この原因は、30年間日本経済が成長してないことであり、
これはやはり大きな問題ではないかと考えています。

　2000 年の 一人 当たり名目 GDP は、世界で 2 位
($38,534) でした。それが直近の 2018 年は、なんと 26 位
($39,306) まで落ち込んでいます。世界の主要国に、この
18 年間でかなり追い越されてしまいました。( 表 1参照。)こ
の間に、アメリカは一人当たりGDP1.73 倍に、また、ドイツ
も1.99 倍に、フランスは1.85 倍に、イギリスは1.52 倍に
なっています。日本だけが 1.02 倍と低成長でした。このこと
はとても大きな問題だと思います。ドルベースでの集計です
が、2000 年と 2018 年では、ドル円の相場はほぼ同じで
110 円 /$ 近辺ですので、為替は日本の低成長の言い訳に
はなりません。

日本が低成長なのは
　残念ながら 1980 年ごろまでの日本の高度経済成長期は、
欧米モデルの高級品を模倣し、それを世界中に売り続けて利
益を上げてきました。
　自動車も、アメリカ車やドイツ車のような、その当時は高級
だった自動車を少し安いが品質が良く、壊れないものを日本
で作って発展させてきたというのがあります。
　日本人全体の中に「良いものを高く売っちゃダメだ」という
価値観の限界みたいなものがあり、昼食のランチは1,000 円

以上出したら高いと考える方も多いでしょう。2000 年に
1000 円のランチが当たり前なら、2020 年の今は 2,000 円
のランチが当たり前にしなければいけなかったのです。
　商品の付加価値を出して、自分たちの給料を上げていく、と
いうことをどこかで日本はやらなくてはいけなかったのでしょ
う。「生産性を上げましょう」というけれど、生産性は (付加価
値÷労働時間・労働人口 )とすると、結局、付加価値を上げ
られないと、いくら労働時間を削減しても生産性は上がらな
いと考えます。

中国で働いた経験、中国と日本のビジネス感覚の違い
　中国は、ビジネス環境が日本とは全く違います。中国の人は
変化に貪欲で、価値を認めてくれる社会なので、新商品だろう
が、弱小企業の商品だろうが、良いものなら大会社の役員が即
決で採用してくれるという土壌があります。本当に良い、お客
様に評価されるものが簡単に広まっていく、自由さ、商売への
貪欲さがあります。
　また、小ヨーロッパの古典的な企業は、中国のような決断ス
ピードが速いから勝ち続けてきたのか、というとそうではない
でしょう。例えばドイツの自動車メーカーは、なぜ輸出をずっ
と続けられているのか。それは、高いものを高く売るというこ
とに対する妥当性とか、執念みたいなところがあるのではない
でしょうか。残念ながら日本人には欠けています。そこが日本
に欠けている大きな視点で、もっと積極的にもたなければい
けないものだと思います。
　例えば、国産真珠を栽培、養殖して高付加価値で売るビジ
ネスをもっと世界で成り立たせていくなど、世界では高級真珠
を作って売り出しているところはあまりありません。
でも、結局は安売りをしてしまいます。そこを我慢して安売り
しないということが、すごく大事なのかなと思います。
　いかに付加価値を上げるのかを真剣に考えることが重要
です。誰にお金を出してもらうのか。いかに満足してもらうの
か。最終的には人間が一番お金を出すのは心の満足である
と考えます。

個々に置かれている立場で考えることが必要
　経営者から一般の従業員も含め、一人一人が真剣に「自分た
ちの給料はどうやったら上がるか」「給料を上げるには何が必

要か?」「どうやって会社をもっと儲けさせられるか」「自分た
ちの商品サービスを高く売るにはどうしたらいいのか。」と、毎
日アイデアを出して積み重ねていきながら自分で考える必要
があると思います。
　一人一人が考えるには、経済に関して正しく知ることが必要で
す。そして、考えることが大事なのですが、そこに正解はありま
せん。なので、一人一人がいかに考えるかが最も大事なのです。

この講座では
　過去の固定概念をきちんと外せるように、ベースとなる正確
な情報を万遍なく提供したいと考えています。
　これまでの日本経済についての経緯も含めて、主に過去30
年間、また、それ以前に起きたことに根っこがあると思いま
す。その根っこを正しく理解できないと、変えていく方向を見
つけられません。
　「何をいつ頃間違えたのか」、または「なぜ自分たちが良いも
の安く売るビジネスがナンバー 1 だと思い込んでしまったのか」
という、根っこを自分たちで見つけて、議論をしていただきます。

本講座受講を検討している皆さまへ
　経済界、金融業界でこれから幹部になっていく方々には日
本国と産業全体のことを考えていただきたいと思います。
　経済、金融の中枢組織の幹部として働かれるのであれば、
産業界をどう良くするのか。自分が携わる事業を国のため、地
域のためにいかに発展させるのかをなるべく広い視点で見て、
全体を良くするにはどうしたらいいのか、ということを考えて
ほしいと思っております。
　皆様が所属されている組織を良くすることも重要ですが、も
う一歩広い視野で産業界、経済界、金融界をどう良くしていく
のか。そのために何ができるのか、何をどう変えていくのかを
是非この機会に考えていただきたいと思います。
　お金は天下の周りものとも言います。そして、潤滑油でもあ
るので、非常に大事なエネルギーの源だと思います。国のお
金、企業のお金、個人のお金、そのお金を司っている方々、そこ
に関わっている方々は、是非高い視点、広い視座で日本国、日
本産業全体の過去と現状を学び、未来について考え、新たな
アイデアで挑戦していただきたいと考えております。

2020 年 11 月に新講座「経済・金融経営塾」が開講
いたします。
新講座開発に至った経緯、どのような方に本講座が
お役に立てるかをまとめましたのでご一読いただ
けましたら幸いです。

表 1：一人当たりGDP（IMF 推計）　　出典：IMF World Economic Outlook
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